
第１号様式（第４条関係） 

 

令和５年５月３１日  

 

 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

 理 事 長   様 

 

                         所 在 地  岐阜県岐阜市薮田南 2-1-1 

                         会 社 名  薮田航空機器株式会社 

                         代表者職氏名 代表取締役社長 薮田 肇   

 

令和５年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付申請書 

 

 次のとおり標記助成金の交付を受けたいので、航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付要

領第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

申請者の概要 

会社名 薮田航空機器株式会社 

本社所在地 〒500-8570 岐阜県岐阜市薮田南 2-1-1 

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

内事業所・所在地 

 

----本社が岐阜県内で、JISQ9100対象事業所が本社のみ場合---- 

＜ 本社工場 ＞  同上 

--------------------------- 

 

----本社が岐阜県内で、JISQ9100対象事業所が複数ある場合---- 

＜ 本社工場 ＞  同上 

＜岐阜北工場＞   〒500-8570 岐阜県山県市高木 1-1-1 

＜関 工 場＞  〒501-3265 岐阜県関市小瀬 1288 

--------------------------- 

上記、岐阜県内事

業所と一括して

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

外の事業所 

（※助成対象外） 

（※該当する場合のみ記入） 

 

創業/設立年月 １９９９年７月  資本金 30,000千円  

ホームページアドレス http://www.yabuta.ae.co.jp 

従業員数 ７７名 （本社工場 21 名、岐阜北工場 33 名 関工場 23 名） 

担当者役職・氏名 

所属部署名 

電   話 

E-mail アドレス 

総務係長 藪 恵一 

総務部総務係 （本社） 

Tel：058-012-3456 

k-yabu @yabutae.co.jp 

印 

申請書 記入例 （本社が岐阜県内の場合） 

・この助成金の対象となる、「JISQ9100」を取得している「岐
阜県内の事業所」を記入してください。 
・該当する事業所が複数ある場合 
 →すなわち、認証構造が以下のような場合、 

①シングルサイトが複数ある 
   ②マルチプルサイト 
   ③キャンバス 
   ④セベラルサイト 
は、すべて記入してください。 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記入不要で
す。 

・JISQ9100 の対象となっている、「岐阜県外の事業
所」があり、かつ、上記の岐阜県内の事業所と、一括
して同時に審査を受ける場合は、その岐阜県外事業
所を記入してください。 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記入不
要です。 
※JISQ910 の対象となっていても、岐阜県内の事業
所と別で審査を受審する場合は、記入不要です。 



第１号－２様式（第４条関係） 

 

助成事業実施計画書 

 

１ 取得済み JISQ9100の概要（登録証から転記してください） 

 (1)登録事業所  ： 《1》本社工場 （岐阜県岐阜市） 

《2》岐阜北工場 （岐阜県山県市） 

《3》関工場 （岐阜県関市） 

 (2)登録活動範囲： 航空・宇宙及び防衛分野に関する機械加工部品の製造 

 (3)初回登録日 ： 令和元年１０月５日 

 (4)有効期限  ： 令和５年１０月１日 

 

２ 令和４年度中における定期審査もしくは、更新審査の概要（予定） 

(1)定期審査／更新審査の時期： 令和５年８月２５～２６日 

（該当する審査区分を残し、該当しない審査区分に二重取り消し線を入れてください） 

 

(2)予定している審査機関 

機関（会社）名 ：（一社）日本品質保証機構 

所  在  地 ： 東京都千代田区神田須田町 1-25 

(3)審査料（見込み）（※審査機関に支払う金額の見込み額） 

    ＜総額＞ 

     消費税込み額 ： １,８００,０００円 

     消費税抜き額 ： １,６３６,３６４円・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

(4)上記審査の対象となっている事業所 

・岐阜県内の事業所数   ３ 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・② 

・総事業所数       ３ 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・③ 

 

 

３ 助成金交付申請額： 

※助成対象となるのは岐阜県内の事業所にかかるもののみです。 

岐阜県外の事業所と一括して審査を受審する場合は、全体事業所数に対して岐阜県内事業所数で案分し
た額を、岐阜県内事業所相当＝助成対象とします。 

＜計算式＞ 

①  1,636,364 × ② ３    ／ ③ ３   × １／２ ＝   818,182 円 

 （ 【消費税抜き総額】  × 【岐阜県内事業所数】  ／  【総事業所数】   ×  【助成率】） 

 

＜助成金申請額＞ 

 ※上記計算結果（千円未満切り捨て）と、600千円のうち、低い方の額。 

６００,０００ 円 

 

 

・この助成金の対象となる、「JISQ9100」
を取得している「岐阜県内の事業所」を
記入してください。 
 
※JISQ9100 の対象となっていない事業
所は記入不要です。 

この例では、①本社工場、②岐阜北工場、③
関工場の３事業所のこと。 

この例では、分母＝分子なので、分子と同じ、①本社工
場、②岐阜北工場、③関工場の３事業所のこと。 

・この例では、1,636,364円全額が岐阜県内事業所
にかかるもののため、1,636,364円全額が助成対象
経費になります。 
・これに助成率 1/2を乗じた 818,182と、上限として
定められた 600,000のうち、額の低い＝600,000円
が助成金額になります。 



 

  

添付書類（１） 

JISQ9100 登録書の写し（例） 

 

申請書へ転記し

てください 

申請書へ転記し

てください 



 



添付書類（２） 

JISQ9100 直近の審査報告書の写し（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付書類（３） 

本年度中に予定の JISQ9100 の審査料の見積書 

添付書類（４） 

パンフレット等（１部） 



第１号様式（第４条関係） 

 

令和５年５月３１日  

 

 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

 理 事 長   様 

 

                       所 在 地  愛知県名古屋市中村区椿町 6-9 

                       会 社 名  星野航空機器株式会社 

                       代表者職氏名 代表取締役社長 星野 拳一 

 

令和５年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付申請書 

 

 次のとおり標記助成金の交付を受けたいので、航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付要

領第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

申請者の概要 

会社名 星野航空機器株式会社 

本社所在地 〒123-4567 愛知県名古屋市中村区椿町 6-9 

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

内事業所・所在地 

----本社が岐阜県外の場合---- 

 

＜岐阜工場＞  〒500-8570 岐阜県岐阜市薮田南 2-1-1 

＜各務原工場＞ 〒509-0109 岐阜県各務原市テクノプラザ 1-1 

---------------------------- 

 

 

 

 

上記、岐阜県内事

業所と一括して

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

外の事業所 

（※助成対象外） 

（※該当する場合のみ記入）  

＜本社工場＞  愛知県名古屋市港区いろは町 1-2 

 

創業/設立年月 １９９９年７月   資本金 30,000千円  

ホームページアドレス http://www.hoshino.ae.co.jp 

従業員数 ７７名 （本社 21 名、岐阜工場 33 名 各務原工場 23 名） 

担当者役職・氏名 

所属部署名 

電   話 

E-mail アドレス 

総務係長 星 恵一 

総務部総務係 （各務原工場） 

Tel：058-379-1234  

k-hoshi @hoshino.co.jp 

 

印 

・この助成金の対象となる、「JISQ9100」を取得している「岐
阜県内の事業所」を記入してください。 
・該当する事業所が複数ある場合 
 →すなわち、認証構造が以下のような場合、 

①シングルサイトが複数ある 
   ②マルチプルサイト 
   ③キャンバス 
   ④セベラルサイト 
は、すべて記入してください。 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記入不要で
す。 

申請書 記入例 （本社が岐阜県外の場合） 

・JISQ9100 の対象となっている、「岐阜県外の事業
所」があり、かつ、上記の岐阜県内の事業所と、一括
して同時に審査を受ける場合は、その岐阜県外事業
所を記入してください。 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記入不
要です。 
※JISQ9100 の対象となっていても、岐阜県内の事業
所と別で審査を受審する場合は、記入不要です。 



第１号－２様式（第４条関係） 

 

助成事業実施計画書 

 

１ 取得済み JISQ9100の概要（登録証から転記してください） 

 (1)登録事業所  ： 《1》本社工場 （愛知県名古屋市） 

《2》岐阜工場 （岐阜県岐阜市） 

《3》各務原工場 （岐阜県各務原市） 

 (2)登録活動範囲： 航空・宇宙及び防衛分野に関する機械加工部品の製造 

 (3)初回登録日 ： 令和元年１０月５日 

 

 

２ 令和４年度中における定期審査もしくは、更新審査の概要（予定） 

(1)定期審査／更新審査の時期： 令和５年８月２５～２６日 

（該当する審査区分を残し、該当しない審査区分に二重取り消し線を入れてください） 

 

(2)予定している審査機関 

機関（会社）名 ：（一社）日本品質保証機構 

所  在  地 ： 東京都千代田区神田須田町 1-25 

(3)審査料（見込み）（※審査機関に支払う金額の見込み額） 

   ＜総額＞ 

     消費税込み額 ： １,８００,０００円 

     消費税抜き額 ： １,６３６,３６４円・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

(4)上記審査の対象となっている事業所 

・岐阜県内の事業所数   ２ 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・② 

・総事業所数       ３ 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・③ 

 

 

３ 助成金交付申請額： 

※助成対象となるのは岐阜県内の事業所にかかるもののみです。 

岐阜県外の事業所と一括して審査を受審する場合は、全体事業所数に対して岐阜県内事業所数で案分し
た額を、岐阜県内事業所相当＝助成対象とします。 

＜計算式＞ 

①  1,636,364 × ② ２    ／ ③ ３   × １／２ ＝   545,454 円 

 （ 【消費税抜き総額】  × 【岐阜県内事業所数】  ／  【総事業所数】   ×  【助成率】） 

 

＜助成金申請額＞ 

 ※上記計算結果（千円未満切り捨て）と、600千円のうち、低い方の額。 

５４５,０００ 円 

 

 

・「JISQ9100」を取得している「事業所」を記入し
てください。 
・岐阜県外の事業所も、岐阜県内の事業所と
一括して審査を受審する場合は、岐阜県外の
事業所も含めすべて記入してください。 
 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記
入不要です。 

この例では、①本社工場（名古屋）、②岐阜工
場、③各務原工場、の３事業所のこと。 

・この例では、1,636,364 円のうち、×2/3＝
1,090,909･･･が助成対象経費になります。 
・これに助成率 1/2を乗じた 545,454 と、上限と
して定められた 600,000 のうち、額の低い＝
545,454円が助成金額になります。 

この例では、②岐阜工場、③各務原工場、の 
２事業業所のこと。 



  

添付書類（１） 

JISQ9100 登録証の写し（例） 

 

 

 

申請書へ転記し

てください 

申請書へ転記し

てください 



 



添付書類（２） 

JISQ9100 直近の審査報告書の写し（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付書類（３） 

本年度中に予定の JISQ9100 の審査料の見積書 

 

添付書類（４） 

パンフレット等（１部） 

 

 



第１号様式（第４条関係） 

 

令和５年５月３１日  

 

 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

 理 事 長   様 

 

                         所 在 地  岐阜県岐阜市薮田南 2-1-1 

                         会 社 名  薮田航空機器株式会社 

                         代表者職氏名 代表取締役社長 薮田 肇   

 

令和５年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付申請書 

 

 次のとおり標記助成金の交付を受けたいので、航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付要

領第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

申請者の概要 

会社名 薮田航空機器株式会社 

本社所在地 〒500-8570 岐阜県岐阜市薮田南 2-1-1 

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

内事業所・所在地 

 

----本社が岐阜県内で、JISQ9100対象事業所が本社のみ場合---- 

＜ 本社工場 ＞  同上 

--------------------------- 

 

----本社が岐阜県内で、JISQ9100対象事業所が複数ある場合---- 

＜ 本社工場 ＞  同上 

＜岐阜北工場＞   〒500-8570 岐阜県山県市高木 1-1-1 

＜関 工 場＞  〒501-3265 岐阜県関市小瀬 1288 

--------------------------- 

上記、岐阜県内事

業所と一括して

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

外の事業所 

（※助成対象外） 

（※該当する場合のみ記入） 

＜那須工場＞   栃木県那須塩原市 

創業/設立年月 １９９９年７月  資本金 30,000千円  

ホームページアドレス http://www.yabuta.ae.co.jp 

従業員数 ７７名 （本社工場 21 名、岐阜北工場 33 名 関工場 23 名） 

担当者役職・氏名 

所属部署名 

電   話 

E-mail アドレス 

総務係長 藪 恵一 

総務部総務係 （本社） 

Tel：058-012-3456 

k-yabu @yabutae.co.jp 

印 

申請書 記入例 

（本社が岐阜県内の場合で、県外に対象事業所がある場合）  

・この助成金の対象となる、「JISQ9100」を取得している「岐
阜県内の事業所」を記入してください。 
・該当する事業所が複数ある場合 
 →すなわち、認証構造が以下のような場合、 

①シングルサイトが複数ある 
   ②マルチプルサイト 
   ③キャンバス 
   ④セベラルサイト 
は、すべて記入してください。 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記入不要で
す。 

・JISQ9100 の対象となっている、「岐阜県外の事業
所」があり、かつ、上記の岐阜県内の事業所と、一括
して同時に審査を受ける場合は、その岐阜県外事業
所を記入してください。 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記入不
要です。 
※JISQ910 の対象となっていても、岐阜県内の事業
所と別で審査を受審する場合は、記入不要です。 



第１号－２様式（第４条関係） 

 

助成事業実施計画書 

 

１ 取得済み JISQ9100の概要（登録証から転記してください） 

 (1)登録事業所  ： 《1》本社工場 （岐阜県岐阜市） 

《2》岐阜北工場 （岐阜県山県市） 

《3》関工場 （岐阜県関市） 

《4》那須工場 (栃木県那須塩原市) 

 (2)登録活動範囲： 航空・宇宙及び防衛分野に関する機械加工部品の製造 

 (3)初回登録日 ： 令和元年１０月５日 

 (4)有効期限  ： 令和５年１０月１日 

 

２ 令和４年度中における定期審査もしくは、更新審査の概要（予定） 

(1)定期審査／更新審査の時期： 令和５年９月１５～１６日 

（該当する審査区分を残し、該当しない審査区分に二重取り消し線を入れてください） 

 

(2)予定している審査機関 

機関（会社）名 ：（一社）日本品質保証機構 

所  在  地 ： 東京都千代田区神田須田町 1-25 

(3)審査料（見込み）（※審査機関に支払う金額の見込み額） 

    ＜総額＞ 

     消費税込み額 ： １,８００,０００円 

     消費税抜き額 ： １,６３６,３６４円・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

(4)上記審査の対象となっている事業所 

・岐阜県内の事業所数   ３ 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・② 

・総事業所数       ４ 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・③ 

 

 

３ 助成金交付申請額： 

※助成対象となるのは岐阜県内の事業所にかかるもののみです。 

岐阜県外の事業所と一括して審査を受審する場合は、全体事業所数に対して岐阜県内事業所数で案分し
た額を、岐阜県内事業所相当＝助成対象とします。 

＜計算式＞ 

①  1,636,364 × ② ３    ／ ③ ４   × １／２ ＝   613,636 円 

 （ 【消費税抜き総額】  × 【岐阜県内事業所数】  ／  【総事業所数】   ×  【助成率】） 

 

＜助成金申請額＞ 

 ※上記計算結果（千円未満切り捨て）と、600千円のうち、低い方の額。 

６００,０００ 円 

・「JISQ9100」を取得している「事業所」を記入し
てください。 
・岐阜県外の事業所も、岐阜県内の事業所と
一括して審査を受審する場合は、岐阜県外の
事業所も含めすべて記入してください。 
 
※JISQ9100 の対象となっていない事業所は記
入不要です。 

この例では、①本社工場、②岐阜北工場、③
関工場の３事業所のこと。 

この例では、①本社工場、②岐阜北工場、③
関工場、と④那須工場、の４事業所のこと。 

・この例では、1,636,364 円のうち、×3/4＝
1,227,273が助成対象経費になります。 
・これに助成率 1/2を乗じた 613,636 と、上限と
して定められた 600,000 のうち、額の低い＝
600,000円が助成金額になります。 



  

添付書類（１） 

JISQ9100 登録書の写し（例） 

 

申請書へ転記し

てください 

申請書へ転記し

てください 



 



添付書類（２） 

JISQ9100 直近の審査報告書の写し（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付書類（３） 

本年度中に予定の JISQ9100 の審査料の見積書 

 

添付書類（４） 

パンフレット等（１部） 

 



第１号様式（第４条関係） 

 

令和５年●月●●日  

 

 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

 理 事 長   様 

 

                         会 社 名  ●●●●（株） 

                         代表者職氏名 代表取締役社長 ●●●●   

 

令和５年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付申請書 

 

 次のとおり標記助成金の交付を受けたいので、航空宇宙産業競争力維持支援事業費助成金交付要

領第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

申請者の概要 

会社名 ●●●●（株） 

本社所在地 〒●●●● 岐阜県●●●●●● 

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

内事業所・所在地 

 

＜●●工場 ＞ 〒●●● 岐阜県●●市●●●● 

＜■■工場＞   〒■■■ 岐阜県■■市■■■ 

＜◆◆工場＞  〒◆◆◆ 岐阜県◆◆市◆◆◆ 

--------------------------- 

 

上記、岐阜県内事

業所と一括して

JISQ9100 の審査

を受ける、岐阜県

外の事業所 

（※助成対象外） 

（※該当する場合のみ記入） 

 

創業/設立年月 １９●●年●月  資本金 ●●●●千円  

ホームページアドレス http:// ●●●●.co.jp 

従業員数 ●●名 （●●工場●●名、■■工場■■名 ◆◆工場◆◆名） 

担当者役職・氏名 

所属部署名 

電   話 

E-mail アドレス 

●●●● 

●●●●部●●●●係 

Tel：●●●● 

●●●●@●●●●.co.jp 

 

印 

申請書 記入例 （事前着手の場合） 



第１号－２様式（第４条関係） 

 

助成事業実施計画書 

 

１ 取得済み JISQ9100の概要（登録証から転記してください） 

 (1)登録事業所  ： 《1》●●工場 （岐阜県●●市） 

《2》■■工場 （岐阜県■■市） 

《3》◆◆工場 （岐阜県◆◆市） 

 (2)登録活動範囲： ●●●●●●●●●●●●の製造 

 (3)初回登録日 ： 令和元年 ５月２０日 

 (4)有効期限  ： 令和５年 ６月１５日 

 

２ 令和４年度中における定期審査もしくは、更新審査の概要（予定） 

(1)定期審査／更新審査の時期： 令和５年５月８日～１０日 

（該当する審査区分を残し、該当しない審査区分に二重取り消し線を入れてください） 

 

(2)予定している審査機関 

機関（会社）名 ：●●●●●●機構 

所  在  地 ： 東京都●●●●●●●● 

(3)審査料（見込み）（※審査機関に支払う金額の見込み額） 

    ＜総額＞ 

     消費税込み額 ： □□□□円 

     消費税抜き額 ： ◇◇◇◇円・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

(4)上記審査の対象となっている事業所 

・岐阜県内の事業所数   〇 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・② 

・総事業所数       〇 事業所・・・・・・・・・・・・・・・・③ 

 

 

３ 助成金交付申請額： 

※助成対象となるのは岐阜県内の事業所にかかるもののみです。 

岐阜県外の事業所と一括して審査を受審する場合は、全体事業所数に対して岐阜県内事業所数で案分し
た額を、岐阜県内事業所相当＝助成対象とします。 

＜計算式＞ 

①  ◇◇◇◇ × ② 〇    ／ ③ 〇   × １／２ ＝   ◆◆◆◆ 円 

 （ 【消費税抜き総額】  × 【岐阜県内事業所数】  ／  【総事業所数】   ×  【助成率】） 

 

＜助成金申請額＞ 

 ※上記計算結果（千円未満切り捨て）と、600千円のうち、低い方の額。 

▼▼▼▼ 円 

 

・この助成金の対象となる、「JISQ9100」
を取得している「岐阜県内の事業所」を
記入してください。 
 
※JISQ9100 の対象となっていない事業
所は記入不要です。 



第●号●様式（第●条関係） 

 

 

事前着手理由書 

 

１ 事前着手（予定）日 （※審査実施日） 

 

令和５年５月８日 ～ 同５月１０日 

 

 

 

 

２ 事前着手の理由 

所有している JISQ9100の更新審査受審期限が令和５年６月１５日であったことにより、令和５年

度期間中において当該 JISQ9100を継続維持するためには、本助成事業の交付決定よりも以前に定期

審査を受審する必要があったため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★下記①または②に該当する申請者は、必ず本書「事
前着手理由」を申請書に添付してください。 
 
①令和５年4月１日以降で、既に定期審査or更新審査
を、受審済みの企業 
②当該助成申請書提出後、令和５年６月２６日ごろまで
に定期審査 or更新審査を受審予定の企業。 

【注】 

交付決定前に事業に着手することは原則認められません。事前着手は、事業の性格上やむを

得ない理由があると理事長が判断した場合にのみ、例外的に認められます。 

事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結果、補助申請が採択されな

い場合があります。 

 

 

※「事業の性格上やむを得ない理由」と判断されるものとしては、以下の例が挙げられます。 

 

《例１》 

所有している JISQ9100の有効期限が令和５年●月●日（令和５年４月１日～６月２６日（交付

決定見込み時期））であった（ある）ことにより、令和５年度期間中において当該 JISQ9100を

継続維持するためには、本助成事業の交付決定よりも以前に更新審査を受審する必要があった

（ある）ため。 

 

《例２》 

所有している JISQ9100の定期審査受審期限が令和５年●月●日（令和５年４月１日～６月２６

日（交付決定見込み時期））であった（ある）ことにより、令和５年度期間中において当該 JISQ9100

を継続維持するためには、本助成事業の交付決定よりも以前に定期審査を受審する必要があっ

た（ある）ため。 

 

 

前ページの、 
-------------- 
２ 令和５年度中における定期審査もしくは、更新審査の概要（予定） 
(1)定期審査／更新審査の時期： 

------------- 
に記入した期日と同じ日を記入。（そのまま転記） 

この、注記の四角囲みは、四角囲みごと削除
してください 
 



 

その他添付書類 

・取得済み JISQ910の、直近の更新時の登録書および付属書（写し） 

  ・取得済み JISQ910の、更新審査または定期審査のうちの直近のものの審査報告書（写し） 

  ・審査料金の見積書（この助成事業で申請する金額の根拠）（写し） 

  ・申請企業のパンフレット等（既存のもの） １部 （ない場合は不要） 

・事前着手しており、既に審査料が確定している、また
は支払いが完了している場合は、見積書に代えて、受
審済みの審査料の請求書を添付してください。 



 

  

添付書類（１） 

JISQ9100 登録書の写し（例） 

 

申請書へ転記し

てください 

申請書へ転記し

てください 

◆令和５年度が「更新」の場合は 
→本年度（4/1～申請日）に更新した登録証の写し。 
 
◆令和５年度が、「定期審査」の場合は 
→令和３年度または令和４年度の更新時の登録証。 
  まだ初回更新を迎えていない場合は、取得時の登録証。 
 



 



添付書類（２） 

JISQ9100 直近の審査報告書の写し（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本年度（4/1～申請日）に受信した更新審査または定期審
査の審査報告書。 
 
したがって、 
◆令和５年度が、「更新」の場合は、 
これの前に添付する直近の登録証とは、同じ時期のものにな
りますが、 

◆令和５年度が、「定期審査」の場合は、 
これの前に添付する直近の登録証とは、時期が異なる（１年ま
たは２年ズレている)ことになります。 



添付書類（３） 

本年度中に予定の JISQ9100 の審査料の見積書 

に代えて、受審済みの審査料の請求書 

 

添付書類（４） 

パンフレット等（１部） 

 

 

 


